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厚生労働省所管団体に係る自主行動計画 

（低炭素社会実行計画）のフォローアップについて 

 

平成 29年３月 30日 

厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ会議 

 

１．自主行動計画（低炭素社会実行計画）のフォローアップについて 

地球温暖化対策の推進に取り組むため、各業界団体では自主的に計画を定めて CO2

排出削減に係る数値目標を設定し、着実な推進を図るための具体的な対策を示すとと

もに、透明性・信頼性・目標達成の蓋然性の向上との観点から実施状況を点検してい

る。厚生労働省所管団体では、私立病院関係団体、日本生活協同組合連合会及び日本

製薬団体連合会において環境自主行動計画が策定されている。 

また、厚生労働省においては、政策統括官（労働担当）（当時）が有識者を参集して

「厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ会議（以下「FU 会議」という。）」を開

催し、所管団体のＰＤＣＡに係るフォローアップを実施している。2015 年度における

ＦＵ会議は、2016年３月 23日に開催され、上記３団体からヒアリングを行い、取組の

評価等を行った。 

 

２．各団体の自主行動計画（低炭素社会実行計画）に係るフォローアップ 

（１）日本生活協同組合連合会 

１－① 目標設定 

日本生活協同組合連合会では、「2020 年に、基準年度（2005 年度）比で 15％の

総量削減」を目標とした。 

なお、2020 年以降の温暖化防止自主行動計画について、検討会を設置し、2016

年度中に計画を作成することとしている。 

１－② 進捗状況（表－１） 
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・ 参加生協全体の温室効果ガス総排出量の 2014年度実績は 743,918tで、基準年

度（2005 年度）比 86.9％の排出量、前年度比 97.2％の排出量となり、東日本大

震災の影響により積極的に節電・省エネを進めた 2011年度以降は、例年約２万 t

ベースで削減できており、ほぼ計画に沿った進捗となっている。 

・ 施設区別にみると、店舗において基準年度比 78.7％となっている。 

・ 店舗の仕様、運用、設備について CO2排出削減施策を定めた「エコストア・コ

ンセプト」を周知・推進しており、店舗での削減が進んだ要因は、エコストア・

コンセプトに準じた出店が増えていることが考えられる。 

・ 一方で共同購入・個配事業については、事業が伸長した背景もあり、基準年比

約 120％の排出量となり、福祉施設は、基準年より大幅に業態が増えたため、基

準年比 1020.6％の排出量となっている。 

（表－１）                                     （単位：t） 

施設 

区分 

2005 

年度 

2006 

年度 

2007 

年度 

2008 

年度 

2009 

年度 

2010 

年度 

2011 

年度 

2012 

年度 

2013 

年度 

2014 

年度 

基準 

年度比 

前年 

度比 

店舗 476,280 481,968 483,727 469,222 458,494 463,346 424,046 407,958 389,313 374,970 78.7% 96.3％ 

共購 

個配 

119,798 125,549 131,469 130,857 131,692 135,196 139,357 143,161 144,978 148,796 124.2% 102.6% 

生産 

施設 

46,872 42,579 38,604 35,175 34,360 44,983 43,737 42,977 43,641 39,652 84.6% 90.9% 

物流 145,032 157,318 162,458 166,340 154,637 159,305 156,679 155,939 156,219 154,409 106.5% 98.8% 

本部 31,951 27,578 28,281 26,267 24,871 24,085 21,834 21,679 21,953 19,861 62.2% 90.5% 

福祉 

施設 

369 386 1,102 1,098 1,617 2,603 2,787 3,004 3,291 3,765 1020.6% 114.4% 

その他 36,129 19,706 21,421 19,795 20,624 19,138 19,138 18,407 18,151  15,203 42.1% 83.8% 

クレジ

ット 

0 0 0 ▲70 ▲5,320 ▲5,754 ▲5,636 ▲6,045 ▲12,314 ▲12,740 ＿ 

 

＿ 

全体 856,432 855,085 867,063 848,683 820,973 843,202 801,944 787,081 765,232 743,918 86.9% 97.2% 
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 １－③ カバー率 

   日本生活協同組合連合会に加盟している 144 の地域生協（事業連合を含む。）低

炭素社会実行計画への参加生協は、49 地域生協と７事業連合であり、生協数ベー

スでのカバー率は 38.9％、商品供給高ベースでのカバー率は 82.5 ％となっている。 

２ 取組についての評価 

・ 着実に削減努力されており、現時点で 2005年度比 CO2排出量 15％削減の目標

に対して 13.1％の削減は高く評価できる。 

   ・ エコストアの推進は非常によいが、エコストア店舗間でも排出原単位にばらつ

きがあることから、エコストア化による効果を検証・評価することが望ましい。

また、店舗ごとに違いが出る要因を解明するとともに、各地域にあった対策を検

討するのはどうか。 

・ 低炭素社会実行計画のカバー率について、供給高割合が 80％を超えており評

価。引き続き、生協数についてもカバー率向上に取り組んでいただきたい。 

 

（２）日本製薬団体連合会 

１－① 目標設定 

日本製薬団体連合会では、2020年度の CO2排出量を、「基準年度（2005年度）比

23％削減」することを目標とした。 

１－② 進捗状況 

・ 2014 年度の CO2 排出量は 183 万 t-CO2 であり、基準年度である 2005 年度排出

量 241 万 t-CO2 に対して 24％（58 万 t-CO2）の削減、前年度比では４％（７万

t-CO2）の削減となった。また、2020 年度目標（186 万 t-CO2）に対して、３万

t-CO2下回っている。 

・ 2005 年度以降、地球温暖化対策を実施しなかったと仮定した場合の 2014 年度

の CO2 排出見込量（BAU）は 284 万 t-CO2 であり、BAU に対する削減量は 101 万

t-CO2 となり、電力の炭素排出係数変動及び総合エネルギー統計改定の影響を除
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いた実質的な削減量（業界努力分）は 75万 t-CO2となった。 

・  温暖化対策については、ハード対策とソフト対策がある。ハード対策では、 

高効率機器の導入・設置による CO2排出削減量が約９千 t－CO2で最も大きい。ま

た、コージェネレーションシステムの導入も１件あり、CO2 排出削減量は 3,274t

－CO2 と貢献している。ソフト対策では、設備機器の運転、制御方法の見直しに

よる CO2削減量が 743t－CO2で最も大きい。 

 

（表－２） 

年度 
2005 

(基準年度) 
2010 2011 2012 2013 2014 

売上高 （億円） 73,917 83,970 88,144 90,026 94,061 92,771 

エネルギー消費量 

（原油換算値:万 kL） 
116.6 110.4 109.9 114.1 112.9 110.4 

エネルギー消費量 

基準年度比  
100.0 94.7 94.3 97.8 96.8 94.6 

エネルギー消費量 

原単位 (kL/億円) 
15.8 13.1 12.5 12.7 12.0 11.9 

エネルギー消費量 

原単位指数 
1.000 0.833 0.790 0.803 0.761 0.754 

CO2排出量(万ｔ-CO2) 241.0 192.2 189.1 194.6 190.0 183.1 

CO2排出量（基準年度比） 100.0 79.8 78.5 80.8 78.9 76.0 

原単位(ｔ/億円) 32.6 22.9 21.5 21.6 20.2 19.7 

原単位指数 1.000 0.702 0.658 0.663 0.620 0.605 

１－③ カバー率 

調査対象は 89 社（275 事業所）であり、日本製薬団体連合会の加盟企業 320 社

におけるカバー率は 27.8％、売上高規模でのカバー率は 70.8％となっている。 

２ 取組についての評価 

・  売上高が年々増加基調にあるにもかかわらず、CO2 排出量が減っているこ

とは高く評価できる。 費用対効果の観点からソフト対策は非常に効果的な

ことから、CO2 削減ポテンシャルのある企業においては、ソフト対策による

CO2削減に注力することも必要である。 
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・  共同配送や低燃費車への導入、社員教育等、主体間連携についても積極的

に取り組んでおり評価できる。 

 

（３）私立病院関係団体 

１－① 目標設定 

    私立病院関係団体では、数値目標指標は、エネルギー起源の CO2排出原単位（病

院延べ床面積当たりの CO2 排出量（kg-CO2/㎡））とし、基準年度を 2006 年度とし

て、2030 年度までの 24 年間で 25.0％削減（対前年削減率 1.19％）することとし

た。 

  １－② 目標達成状況 

   ・ 2014年度の CO2排出原単位の実績は、基準年度（2006年度）比では 78.7％で

あり、前年度比は 3.8％減少している。 

・  2014年度において CO2排出原単位の削減に寄与した要因として、「自主的な節

電対策の実施によるエネルギー量の削減、特に、重油・灯油の使用量が減少し

たこと」、「組織の有無に関わらない省エネ活動の取組割合の増加」、「病院規模

にかかわらずほとんどの規模階層の病院でエネルギー消費原単位が減少したこ

と」が大きく影響したものと思われる。また、取組状況として、当初 2006年度

は、省エネルギーに取り組んでいない病院は 48.1％であったが、2014 年度は

5.7％と大きく減少したところも減少の背景。 

 

 

（表－３） 

年度 CO2排出原単位 

（kg-CO2/㎡） 

基準年度比 対前年度増減率 

2006（基準年度） 127.1 100.0 － 

2007 121.9 95.9 －4.1％ 
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2008 112.3 88.4 －7.9 

2009 111.1 87.4 －1.1％ 

2010 113.3 89.1 2.0％ 

2011 106.3 83.6 －6.2％ 

2012 104.3 82.1 －1.9％ 

2013 103.9 81.7 －0.4％ 

2014 100.0 78.7 －3.8％ 

 ２ 取組についての評価 

   ・ 取組について、着実に原単位が改善していることは高く評価する。 

・ 事業所数による CO2排出量のカバー率だけではなく、事業規模による CO2 

排出量のカバー率も指標として示すのが望ましい。 

・ これまでも、セミナーの開催やフォローアップ結果の共有、ベンチマークの設

定等により、病院業界全体の省エネ・CO2 排出削減のために業界が力を入れて

取り組まれていることに評価。 

・  

３．団体からの主な問題提起 

・ 診療報酬に省エネ・温暖化対策面からの配慮や税制面の配慮を求める。 

・ 温暖化対策投資の補助、支援、融資制度等の拡充を求める。 

・ 電気料金の高騰や再生可能エネルギー賦課金の増大に対する医療面での対応を求め

る。 

・ 厚生労働省関係団体等による、「（仮）地球温暖化の対策のための厚生労働省電 

力・ガスユーザー勉強会」を設置すべきである。 

 

４．その他 

各所管団体のフォローアップについては、各所管省庁で行っているところだが、政府
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が各所管団体の意見・要望等について議論し、取組を進めていく仕組みが検討されるこ

とを期待する。 

  また、東日本大震災の影響等により、将来の電力排出係数の見通しが不透明な中、温

暖化対策を推進するため、温暖化対策を主体的に実施する官庁においては、電力ユーザ

ーに対し、電力排出係数に係る方針を示すことを期待する。 
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＜ 第９回厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ会議開催実績＞ 

 

１．参集者 

  ◎：座長    （敬称略・五十音順） 

 

２．開催経緯 

○ 2016年３月 23日（水） 第９回会議開催 

・業界ヒアリング（生協・製薬業界・私立病院） 

・フォローアップ内容についての取りまとめ 

  

○ 2017年３月 30日（木） 報告書取りまとめ 

 

【照会先】 

厚生労働省 政策統括官付 

                         労働政策担当参事官室 

（代表）03-5253-1111（内線）7719 

 

内 山 洋 司 

江 原  淳 

 佐藤 道夫 

  村田 勝敬 

◎ 森 口 祐 一 

 

筑波大学 名誉教授 

専修大学ネットワーク情報学部 教授 

元日本製薬工業協会環境安全委員会 委員長 

秋田大学大学院医学系研究科 教授 

東京大学大学院工学系研究科都市工学専攻 教授 


